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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第117期
第１四半期
連結累計期間

第118期
第１四半期
連結累計期間

第117期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 11,187 12,402 61,763

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △886 △544 1,921

当期純利益又は四半期純損失
(△)

(百万円) △596 △368 1,007

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △715 △180 1,602

純資産額 (百万円) 17,932 19,681 20,248

総資産額 (百万円) 42,243 41,546 45,746

１株当たり当期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △20.51 △12.68 34.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.3 47.2 44.1

(注) １．提出会社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第117期第１四半期連結累計期間、第118期第１四半期連結累計期間、及び第117期の潜在株式調整後１株当た

り四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、提出会社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前連結会計年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新政権による様々な経済・金融政策への期待から、

円高の是正や株価上昇などが進み、緩やかな景気回復への動きが見られました。円安の影響による輸入価

格の上昇や海外経済の減速懸念など国内景気を下押しするリスクもあるものの、この動きは今後も続く

ことが期待されます。

　防災・情報通信業界におきましては、民間の設備投資が企業収益の改善にともない持ち直しの動きも見

られるほか、公共投資が堅調に推移するなど明るい兆しも見え始めております。

　このような状況のもと、提出会社グループは、全社を挙げて営業活動を推進してまいりました結果、受注

高は18,770百万円(前年同四半期比16.1％増)、売上高は12,402百万円(前年同四半期比10.9％増)といず

れも前年同四半期を上回る結果となりました。利益につきましては、売上高の増加や原価率の改善などに

より、営業損失は621百万円(前年同四半期は営業損失909百万円)、経常損失は544百万円(前年同四半期は

経常損失886百万円)、四半期純損失は368百万円(前年同四半期は四半期純損失596百万円)と損失額はと

もに減少いたしました。

　セグメントごとにおける概況は次のとおりであります。

　防災事業の火災報知設備と消火設備につきましては、引き続きメンテナンス物件を中心にリニューアル

提案に注力し積極的な営業を推進してまいりました。また、近年、力を入れている海外事業におきまして

も業績は概ね順調に推移しており、ケンテックエレクトロニクスリミテッドを新たに子会社化したこと

等もあり、受注高・売上高とも伸長いたしました。

　以上の結果、防災事業の受注高は15,313百万円(前年同四半期比17.8％増)、売上高は10,056百万円(前年

同四半期比21.0％増)、セグメント利益(営業利益)は504百万円(前年同四半期はセグメント利益3百万円)

となりました。

情報通信事業等の情報通信設備は、監視カメラ設備やインターホン設備等のリニューアル市場と自治体

向けの告知放送システムに注力してまいりましたが、地上デジタル放送への移行による共同受信設備の

売上高の減少をカバーするには至りませんでした。防犯設備等につきましては、既存物件のリニューアル

需要が高まりを見せるとともに中・小規模物件やテナント移動にともなうセキュリティ導入需要は依然

として底堅く順調に推移いたしました。

　以上の結果、情報通信事業等の受注高は3,456百万円(前年同四半期比9.0％増)、売上高は2,345百万円

(前年同四半期比18.4％減)、セグメント損失(営業損失)は224百万円(前年同四半期はセグメント損失70

百万円)となりました。

　なお、提出会社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の

割合が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高と他の四半期連結会計期間の売上高との間に著し

い相違があり、業績に季節的変動があります。
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(2) 財政状態の分析

(流動資産)

　当第１四半期連結会計期間末の流動資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ4,121百万円減少し、

26,905百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が減少したこと等によるものであります。

　受取手形及び売掛金の減少は回収等によるものであります。

(固定資産)

　当第１四半期連結会計期間末の固定資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ77百万円減少し、

14,641百万円となりました。

(流動負債)

　当第１四半期連結会計期間末の流動負債の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ3,377百万円減少し、

14,467百万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金やその他に含まれる未払金が減少したこと

等によるものであります。

　支払手形及び買掛金や未払金の減少は支払によるものであります。

(固定負債)

　当第１四半期連結会計期間末の固定負債の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ255百万円減少し、

7,397百万円となりました。

(純資産)

　当第１四半期連結会計期間末の純資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ566百万円減少し、

19,681百万円となりました。これは主に、利益剰余金が減少したこと等によるものであります。

　
(3) 事業上及び財政上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、提出会社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

なお、提出会社は、「会社の支配に関する基本方針」について、以下のとおり決定しております。

①会社の支配に関する基本方針

上場会社である提出会社の株式は、譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆様

より、自由で活発な取引をいただいております。よって、提出会社の財務及び事業の方針を支配する

者の在り方についても、提出会社株式の自由な取引により決定されることを基本としております。し

たがって、大規模買付提案やこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものでは

なく、最終的には株主の皆様の意思により判断されるべきであると考えております。

一方、提出会社は、提出会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、経営の基本理念、企業価

値の様々な源泉、提出会社を支えるステークホルダーとの信頼関係を維持し、提出会社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者でなければならないと考えております。し

たがって、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案やこ

れに類似する行為を行う者は、提出会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当では

ないと考えております。

なお、大規模買付提案やこれに類似する行為があった場合には、直ちに情報の収集に努め、当該行

為が提出会社に与える影響を分析し、基本方針に照らして不適切な者と判断した場合には、最も適切

な措置をとってまいります。また、必要に応じ提出会社の考え、意見等を株主の皆様の判断材料とな

るよう開示いたします。
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②基本方針の実現に資する取組み

提出会社では、提出会社の企業価値及び株主共同の利益を向上させることにより、多数の投資家の

皆様に長期的に継続して提出会社に投資していただくため、下記(イ)の基本方針のもとに下記(ロ)

の施策を実施しております。

(イ) 提出会社の経営の基本方針

提出会社は、1918年の創業以来、「皆様の大切な人命や財産を火災からお守りする」という

大きな使命のもと、製品やシステムの研究開発・製造から販売・施工・保守に至るまで一貫し

て火災防災に取組んでまいりました。また今日では、防災で培った技術・ノウハウを核として

セキュリティシステムや情報通信分野へとその事業の裾野を広げております。今後につきまし

ては、これらを融合し、さらに私たちの暮らしの基盤である一般住宅(家庭用防災)へも事業を

拡大し、総合防災企業としてさらなる安心・安全・快適・利便の提供に邁進する所存でありま

す。

このような背景のもと、提出会社は、「災害の防止を通じ人命と財産の保護に貢献する」こ

とを基軸とし、社会のニーズに適合した価値ある商品とサービスを供給するとともに、顧客、株

主、取引先、その他地域社会の人々及び従業員に豊かな生活と生き甲斐のある場を提供する一

方、地球環境の保全に配慮して活動することを経営の基本方針としております。

(ロ) 中長期的な企業価値向上のための取組み

提出会社は、長期ビジョン「VISION2017」のもと、経営理念である「人々に安全を」「社会

に価値を」「企業を取り巻く人々に幸福を」を真に実践できる企業集団となることを目指し、

グローバルに発展していくために自らを変革し、変化の激しい市場環境を乗り越えてまいりま

す。

引き続き、仕事の質、経営の質、製品の質、サービスの質、人材の質など経営に係る全ての

「質」の向上に努め、グループ経営に重点を置き、グループ全体としての財務体質の強化に努

め、収益性と資産効率の向上を目指し、利益の最大化に取組んでまいります。また、リスク管理

体制の強化に努め、企業の社会的責任を果たしてまいります。

提出会社は、これらの取組みとともに株主様をはじめ顧客、取引先、従業員等ステークホル

ダーとの信頼関係をより強固なものにし、中長期にわたる企業価値の安定的な向上を目指して

まいります。

③基本方針に照らして不適切な者によって提出会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組み

上記のとおり中長期的な企業価値ひいては株主共同の利益の向上を目指し提出会社の経営にあ

たってまいります。そのためには、株主様をはじめ顧客、取引先、従業員等ステークホルダーとの間に

十分な理解と協力関係を構築することが不可欠であります。提出会社は、平素より適正なる企業運営

や適切な情報の開示に努め、提出会社のより良き理解者としての株主様の拡大に取組んでまいりま

す。

④当該取組みが基本方針に沿い、提出会社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、提出会社の会

社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて

当該取組みは、大規模買付提案やこれに類似する行為がなされた際に、当該買付け等に応じるべき

か否かの判断材料となるよう、平素より適正なる企業運営や適切な情報の開示に努めるものであり

ます。その最終的な判断が、株主の皆様の意思に委ねられていることから、提出会社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的に合致するものであり、提出会社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではありません。

　
(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は355百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 57,600,000

合計 57,600,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,172,00029,172,000
東京証券取引所　　
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

合計 29,172,00029,172,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年４月１日～　
平成25年６月30日

― 29,172,000 ― 3,798 ― 2,728

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　　

111,000
― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

28,925,000
28,925 ─

単元未満株式
普通株式

136,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 29,172,000― ―

総株主の議決権 ― 28,925 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、提出会社所有の自己株式129株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ホーチキ株式会社

東京都品川区上大崎
二丁目10番43号

111,000─ 111,000 0.38

合計 ― 111,000─ 111,000 0.38

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

提出会社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

提出会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月

１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,203 2,722

受取手形及び売掛金 ※3
 17,864

※3
 14,343

製品 2,266 2,486

仕掛品 225 360

原材料 2,677 2,899

未成工事支出金 2,806 2,835

その他 1,064 1,322

貸倒引当金 △80 △65

流動資産合計 31,027 26,905

固定資産

有形固定資産

土地 4,053 4,058

その他（純額） 2,566 2,602

有形固定資産合計 6,619 6,660

無形固定資産

のれん 890 857

その他 2,087 1,966

無形固定資産合計 2,978 2,824

投資その他の資産

その他 5,286 5,320

貸倒引当金 △165 △163

投資その他の資産合計 5,121 5,156

固定資産合計 14,719 14,641

資産合計 45,746 41,546

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 8,765

※3
 7,678

短期借入金 523 480

未払法人税等 680 100

工事損失引当金 31 35

製品補償引当金 39 26

その他 7,803 6,145

流動負債合計 17,844 14,467

固定負債

長期借入金 1,648 1,543

退職給付引当金 4,855 4,798

役員退職慰労引当金 9 8

その他 1,140 1,047

固定負債合計 7,653 7,397

負債合計 25,497 21,864
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,798 3,798

資本剰余金 2,728 2,728

利益剰余金 14,617 13,871

自己株式 △56 △56

株主資本合計 21,087 20,341

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 456 552

土地再評価差額金 △704 △704

為替換算調整勘定 △657 △562

その他の包括利益累計額合計 △905 △714

少数株主持分 66 54

純資産合計 20,248 19,681

負債純資産合計 45,746 41,546
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高 11,187 12,402

売上原価 8,098 8,731

売上総利益 3,089 3,670

販売費及び一般管理費

給料及び手当 1,477 1,555

その他 2,520 2,736

販売費及び一般管理費合計 3,998 4,292

営業損失（△） △909 △621

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 17 19

貸倒引当金戻入額 13 18

為替差益 － 42

その他 50 27

営業外収益合計 82 109

営業外費用

支払利息 7 10

売上割引 9 10

その他 42 12

営業外費用合計 59 32

経常損失（△） △886 △544

特別利益

有形固定資産売却益 － 2

特別利益合計 － 2

特別損失

有形固定資産除却損 1 －

減損損失 － 8

会員権評価損 1 0

特別損失合計 3 8

税金等調整前四半期純損失（△） △890 △550

法人税、住民税及び事業税 8 36

法人税等調整額 △300 △215

法人税等合計 △291 △178

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △598 △372

少数株主損失（△） △2 △3

四半期純損失（△） △596 △368
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △598 △372

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △25 96

為替換算調整勘定 △91 95

その他の包括利益合計 △116 191

四半期包括利益 △715 △180

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △713 △177

少数株主に係る四半期包括利益 △2 △3
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　提出会社は、柔軟な資金調達手段を確保するため、取引銀行４行と貸出コミットメントライン契約を締結

しております。これら契約に基づく当第１四半期連結会計期間末の借入未実行残高等は、次のとおりで

あります。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間　　　(平成
25年６月30日)

貸出コミットメントラインの総額 5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 5,000百万円 5,000百万円

　
　２　手形流動化に伴う手形買戻し義務の上限額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間　　　(平成
25年６月30日)

　 982百万円 823百万円

　
※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間　　　(平成
25年６月30日)

受取手形 13百万円 17百万円

支払手形 29百万円 58百万円

　

　
(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間

(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)

提出会社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合

が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高と他の四半期連結会計期間の売上高との間に著しい相

違があり、業績に季節的変動があります。

　
　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及

びのれんの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 242百万円 255百万円

のれんの償却額 0百万円 32百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 377 13平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 377 13平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　
防災事業
(百万円)

情報通信
事業等(百万円)

合計(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結損益
計算書計上額
(百万円)

売上高 8,312 2,875 11,187 ― 11,187

セグメント利益又は損失(△) 3 △70 △67 △842 △909

(注) １　セグメント利益又は損失の調整額△842百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

　当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　
防災事業
(百万円)

情報通信
事業等(百万円)

合計(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結損益
計算書計上額
(百万円)

売上高 10,056 2,345 12,402 ― 12,402

セグメント利益又は損失(△) 504 △224 279 △901 △621

(注) １　セグメント利益又は損失の調整額△901百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

 １株当たり四半期純損失金額(△) △20円51銭 △12円68銭

 　四半期純損失金額(△)(百万円) △596 △368

 　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 　普通株式に係る四半期純損失金額(△)(百万円) △596 △368

 　普通株式の期中平均株式数(株) 29,065,874 29,060,438

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年８月９日

ホーチキ株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    新    居    伸    浩    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鳥    羽    正    浩    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているホー
チキ株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ホーチキ株式会社及び連結子会社の平成25年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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